
新型コロナウイルス感染症等の影響による社会経済情勢の変化に対応して
金融の機能の強化及び安定の確保を図るための

銀行法等の一部を改正する法律案
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デジタル化や地方創生への貢献など

［銀行法等］

１









グローバルな拠点再配置の加速への対応

［金融商品取引法］

５





資金交付制度の創設

［金融機能強化法］

７



預金保険機構の金融機能強化勘定に属する剰余金を活用

・ 計画の履行状況を原則５年間モニタリング
・ 必要に応じ監督上の措置命令
・ 事業の抜本的な見直し（合併・経営統合の場合はその実行）が実施され
ない場合には資金の返還を求める

2026年３月末（約５年間の申請期間を確保）

経営基盤強化に必要な追加的な初期コスト（ITシステム投資等）の一部

・ 提供する金融サービスが地域経済にとって不可欠
・ 人口減少等により金融サービスの持続的提供が困難となるおそれ
・ 計画実施により金融サービスの提供が維持されると見込まれる 等

・ 経営基盤強化の内容・時期
・ 金融サービスの提供の維持に関する事項
・ 地域経済の活性化に資する方策
・ 計画の適切な実施に必要な経営体制 等

財源
【改正金融機能強化法第43条の２等】

監督等
【改正金融機能強化法第34条の12】

申請期限
【改正金融機能強化法第34条の10第１項等】

交付額

「実施計画」の認定要件
【改正金融機能強化法第34条の10第３項】

「実施計画」の記載事項
【改正金融機能強化法第34条の10第２項】

資金交付制度の創設

８

○ 人口減少地域等においてポストコロナの地域経済の回復・再生を支える金融機能を維持するため、合併・
経営統合等を行う地域銀行等が、経営基盤強化の「実施計画」を作成して国の認定を受け、預金保険機構
から資金の交付を受けることができる制度を創設する。

事業の抜本的な見直しとして実施する合併・経営統合等の経営基盤強化の
計画（「実施計画」）を作成して国の認定を受けた地域銀行等

対象
【改正金融機能強化法第34条の10第１項】

制度の概要



その他の改正事項

９



その他の改正事項

10

② 預金保険機構の財務の健全性を確保するための金融機能強化勘定への繰入れ規定の整備
【改正金融機能強化法第46条第２項等】

預金保険機構が金融機能強化法に基づいて行う資本参加に関して将来生じ得るリスクに対応し、その財務の

健全性を確保する観点から、金融機能強化勘定又は金融機能早期健全化勘定の廃止の際、内閣総理大臣及び財務

大臣の認可を受けて、金融機能早期健全化勘定から金融機能強化勘定に繰入れをすることができることとする。

① 銀行等保有株式取得機構による株式等の買取期限等の延長
【改正銀行等株式保有制限法第38条第１項等】

銀行等保有株式取得機構による株式等の買取期限（現在は2022年３月末）について、銀行等の経営基盤強化の

取組みの中で行われる株式等保有の見直しなどに対応する観点から、2026年３月末まで延長する。

併せて、同機構の存続期限を2036年３月末まで延長する。

※ 上記のほか、⑴新型コロナウイルス感染症等の影響に対処するための資金繰り支援の経験も踏まえた、合併・
転換後の金融機関の業務継続に係る措置等【改正合併転換法第６条第４項、第51条の２等】、⑵預金保険制度に
おける、預金者等の保護及び破綻金融機関の債権者間の衡平を図るための措置等【改正預金保険法第63条、第37条
第３項、第131条の２等】、⑶書面・押印・対面規制についての電磁的方法による手続に関する規定の整備【改正
保険業法第309条、改正金融商品取引法第37条の６等】


